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インド財務大臣が2012年3月16日の議会で発表した2012年度財政法案（Finance 
Bill）には、一般的租税回避規定（GAAR: General Anti-Avoidance Rules）の導入や
在インド資産の間接譲渡に対する課税等、インド税法に大きな影響を及ぼす多数の
改正案が含まれていました。しかし、これらの改正案の一部については、今後負の影響
をもたらす可能性があるとして、過去数週間にわたり多くの抗議の声が寄せられてい
ました。財務大臣は、これらの反対意見を考慮した形で、同法案の一部修正に向けて
動きました。その一つが、GAAR導入日を、当初案で示された2012年4月1日から1年
延期し、2013年4月1日とすることです。一方、同じく当初案で示されていた在インド
資産間接譲渡課税については今のところ修正案は出されていません。ただし、今回の
法案はインドが締結する複数の租税条約の無効を意図するものではないと財務大臣
は言及しています。本タックス・アラートは、2012年5月7日に財務大臣が議会で演説
した際に、修正案に関して発言した内容をまとめたものです。
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2012年度財政法案の修正案

一般的租税回避規定（GAAR）
納税者及び税務当局がGAARに関連した課題に対処する時間
が確保できるよう、導入時期を1年先延ばしにし、2013/14事
業年度以降の所得についてGAARの適用が開始されることに
なります。この他にも財務大臣は、GAAR条項について以下の
修正を提案しています。

• 取引が容認できない租税回避にあたる取引ではないとする
立証責任を、全面的に納税者に負わせることはしない

• 客観性及び透明性確保のため、GAAR承認パネルに法務省
の局次長以上の役職者を独立メンバーとして参加させる

• 居住者・非居住者共に全ての納税者は、予定している取引の
GAAR適用性に関し、事前裁定当局（AAR: Authority for 
Advance Rulings）の確認をとることができる

財務大臣はまた、GAAR条項の明確化と確実性確保のため、税
務当局高官が委員長を務める委員会が既に設置され、今後、
同条項施行規則やガイドラインに関する提言を行うとしていま
す。同委員会は、2012年5月31日までに提言をまとめ提出す
る予定です。

法律解釈の遡及的明確化
財務大臣は、在インド資産間接譲渡課税について、今回の
2012年度財政法案における法律解釈の遡及的明確化は、イン
ドが締結する租税条約に優越するものではないと明言し、影響
を受けるのは、インドと租税条約を締結していない低税率国或
いは非課税国を経由して取引されたケースのみとしています。

財務大臣はまた、今回の遡及的明確化1が、既に確定した更正
命令の再審に使用されることはないとも明言しています。この
方針については、2012年度財政法案の議会承認後に、直接税
中央委員会（CBDT: The Central Board of Direct Taxes）から
方針通達が出される予定です。

その他の条項
• プライベートエクイティー投資家及びその他非居住投資家
と、外国機関投資家（FIIs: Foreign Institutional Investors）
との平等を期すため、非上場株式売却から生じた長期キャ
ピタルゲインに対する税率を20%から10%へ引き下げる。

• 非上場株式売却からの長期キャピタルゲインの免税特典
は、新規株式公開にも拡大適用される。非上場株式売却
に課せられる0.2%の有価証券取引税（STT: Securities 
Transaction Tax）は課税される。

• 新興企業に投資する「エンジェル」投資家は、免税対象と 
なる投資家として区分される旨通知される。

• インフラ分野の対外商業借入を対象とした5%の低減源泉
税率は、特定分野の事業に携わる企業だけでなく、全ての事
業分野に拡大適用される。同低減税率はまた、通常の借入
に加え長期インフラ債によって調達した資金にも利用可能
である。

• 外国銀行インド支店の税務上中立的な子会社化に関する 
条項が盛り込まれた。

• 資産譲渡に源泉徴収税を課す案は取り下げとなった。

• 金銀地金及び宝石取引における不明な資金の流れを抑制
するため、20万インドルピー以上の現金取引を対象に、販
売価格の1%を売手側が買手側から徴収（TCS: collection 
of tax at source）する法案が出されている。なお、宝石取
引のハードルは50万インドルピーに引き上げられている。
また、「金銀地金」には、硬貨や10グラム以下の物品が含ま
れない旨が明示された。

1 財務大臣の演説からは、これに間接譲渡課税とロイヤリティー定
義の拡大が含まれるか否かは不明である。
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コメント

2012年度財政法案で示された提案の多くは、インドの投資及び事業環境に負の 
影響を与えかねないとして懸念されるものでした。企業としては、今回提案された 
特定の修正案や、今後発行が予測される行政上のガイダンスを精査し、今回の修正が
投資家の懸念を払拭できるものか否かを検討する必要があるでしょう。しかし、財務
大臣の今回の発言は、これら懸念事項の一部に対し、現実的なアプローチを採用する
政府の姿勢を示唆する内容と言えます。また、GAAR適用開始時期が1年先延ばしに 
されたことで、納税者には、自社の既存ストラクチャーへの影響を検討するための 
妥当な期間が確保されたことになります。


